知事から意見聴取があった議案一覧

○予算案

	番号
	件　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	１
	平成２７年度大阪府一般会計補正予算（第３号）の件（教育委員会関係分）
	大阪府再生可能エネルギー等導入推進基金（グリーンニューディール基金）を活用し、府立学校４校に太陽光発電設備（太陽光パネル）及び蓄電池を整備中であるが、工事及び工事監理の入札差金等について、減額補正を行う。
〔補正予算額〕

▲２，３９２万３千円
	【９月１８日の教育委員会会議において報告した内容から修正無し】


○事件議決案
	番号
	件　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備　　　　　　　考

	１
	大阪府立今宮工科高等学校における生徒の負傷事故に係る損害賠償請求に関する和解の件
	大阪府立今宮工科高等学校において発生した生徒の負傷事故に関し、民事訴訟法第８９条の規定により和解するため、議決を求めるもの。

＜事案概要＞

・原告生徒が、水泳部において自主練習（顧問不在）を行っていたところ、他の生徒に押されプールに落下し四肢麻痺の状態となった。

・原告生徒から、大阪府に対して、３億902万余円の損害賠償の支払いを求める訴えの提起がなされ、今般、裁判所より大阪府に対して解決金１億円の和解勧告があった。
	【９月１８日の教育委員会会議において報告した内容から修正無し】

	２
	指定管理者の指定の件（大阪府立中之島図書館）
	大阪府立中之島図書館

指定期間　平成28年４月１日から

平成33年３月31日まで

指定する団体　株式会社アスウェル
	【９月１８日の教育委員会会議において報告した内容から修正無し】


○条例案
	番号
	件　　名
	概　　　　　　　　　　要
	教育委員会関係箇所等

	１
	知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等一部改正の件

	大阪府特別職報酬等審議会からの答申等を踏まえ、特別職の給料の額等について、所要の改正を行う。

〔主な改正内容〕
・知事の退職手当の廃止及び給料月額の改定
知事　1,310,000円 → 1,500,000円
・特別職の給料月額の改定
知事　1,500,000円 → 1,520,000円

副知事1,030,000円 → 1,050,000円

教育長　840,000円 →　 880,000円 ほか
	・大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例
〔給料月額の改定〕
教育長 840,000円→ 880,000円


	２
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等一部改正の件
	地方公務員法の改正に伴い、規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。
	・大阪府立学校条例
〔文言の改正〕
（改正前）勤務成績の評定
⇒（改正後）人事評価
【９月１８日の教育委員会会議において報告した内容から修正無し】

・大阪府立学校条例以外は教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	３
	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	１　地方公務員法の改正に伴い、規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。
２　地方公務員等共済組合法の改正に伴い、規定の整備を行う。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	４
	非常勤職員の災害補償に関する条例及び職員の再任用に関する条例一部改正の件
	地方公務員等共済組合法の改正に伴い、規定の整備を行う。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	５
	職員の分限に関する条例等一部改正の件
	１　地方公務員法の改正に伴い、規定の整備を行う。

２　地方公務員法第３条第３項第３号の特別職として位置付けられている非常勤職員について、一部の非常勤職員を除き、特別職から一般職へ位置付けを変更するため、所要の改正を行う。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	６
	職員の懲戒に関する条例等一部改正の件
	地方公務員法第３条第３項第３号の特別職として位置付けられている非常勤職員について、一部の非常勤職員を除き、特別職から一般職へ位置付けを変更するため、所要の改正を行う。
	・教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	７
	大阪府行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する条例制定の件
	行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第９条第２項に基づく個人番号を利用できる事務として、私立高等学校等への就学に要する経費の支弁に関する事務や生活に困窮する外国人に対する保護に関する事務などの利用に関し、必要な事項を定める。
	・個人番号利用事務の規定
○特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務

○高等学校等への就学に要する経費の支弁に関する事務

	８
	大阪府住民基本台帳法施行条例一部改正の件
	１　住民基本台帳法の改正に伴い、規定の整備を行う。
２　大阪府行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する条例の制定により、個人番号利用事務について、知事及び教育委員会が都道府県知事保存本人確認情報を利用することができるよう、所要の改正を行う。
	・教育委員会が知事保存本人確認情報を利用できるようにする事務の規定
○特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務

○高等学校等への就学に要する経費の支弁に関する事務
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